
1 

 

総務文教厚生常任委員会調査報告書 

 

委員長  工藤範子 

                     副委員長 奥山康宏 

                     委員   小野一晴、渡部伊君子、石川武利 

 

1 調査事件  

役場本庁舎の工事発注について(平成 29 年 12 月定例会で報告)  

 

2 調査目的  

   役場本庁舎の工事発注についての意見に対する取り組みを調査し、達成状況を検証

することとした。 

 

3 調査経過  

令和 8年 3 月 11 日 (会期中) 総務課より聞き取り 

   令和 8年 3 月 27 日  

   令和 8年 4 月 3 日  

   令和 8年 4 月 13 日 

令和 8年 5 月 19 日 

    

4 検証結果 

(1) 透明性・客観性・競争性の確保について 

［前回の意見］ 

この一大事業において透明性・客観性・競争性を確保するために入札監視委員会を

早急に設置すべきである。 

［検証の結果］ 

入札監視委員会を設置していない。役場庁舎工事発注の際は「山形県建設技術セン

ター」に参加してもらうことで第三者の視点でのチェックが働くとしていたが、昨今

では同センターへの依頼が多く対応しきれない状況となっている。本町の中学校長寿

命化工事の対応を依頼したが断られている。早急に自前の入札監視委員会を設置すべ

きである。 

(2) 品質の確保について 

［前回の意見］ 

ア 総合評価落札方式  

入札価格だけでなく、入札参加者が保有する技術力、地域精通度、地域貢献度を

総合的に評価することで、価格と品質に優れた調達を図ることと、地元業者の競争

力確保のために総合評価落札方式を採用すべきである。 

なお、県で実施している簡易Ⅱ型を採用したうえで、地域性の精通度に元請金額、

下請金額における町内業者の活用割合を点数化し加算すべきである。 

また、総合評価技術資料の履行を確保し公正性を期すために、評価基準に沿って
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申告された資料の内容に、請負者の責に帰すべき事由により不履行が認められた場

合、工事成績評価点の減点及び契約金額の減額のペナルティー措置を盛り込むべき

である。 

［検証の結果］ 

ア 総合評価落札方式  

県で実施している簡易Ⅱ型をアレンジした、本町独自の総合評価落札方式を採用

している。 

(ｱ) 総合評価落札方式の方法 

提出された技術資料について、次に掲げる評価項目及び評価基準に基づき評価

点を与えている。 
 

a  企業の能力について  

評価項目 評価基準 配点 評価点 

同種又は類似工事の施工実績 

同種工事の実績あり 

4 

2 

類似工事の実績あり 1 

実績なし 0 

工事成績評定の平均点 

78 点以上 2 

75 点以上、78 点未満 1 

75 点未満又は評定通知なし 0 
 

b  技術者の能力について     

評価項目 評価基準 配点 評価点 

主任技術者（監理技術者）の施

工実績 

同種工事の実績あり 

4 

2 

類似工事の実績あり 1 

実績なし 0 

工事成績評定の平均点 

78 点以上 2 

75 点以上、78 点未満 1 

75 点未満又は評定通知なし 0 
 

c  地域貢献度について 

評価項目 評価基準 配点 評価点 

町内業者の活用計画 

下請負人に工事を発注する時の発注先 

 町内業者の活用率が 30％以上 

4 

2 

下請負人に工事を発注する時の発注先 

 町内業者の活用率が 10％以上 30％未満 
1 

下請負人に工事を発注する時の発注先 

 町内業者の活用率が 10％未満 
0 

災害協定 

本町と災害協定あり 1 

山形県及び本町以外の市町村と災害協定あり 0.5 

災害協定なし 0 



3 

 

ボランティア活動実績 

町内での活動実績あり 1 

町外での活動実績あり 0.5 

活動実績なし 0 
 

(ｲ) 評価値の算出方法 

入札価格及び技術的能力等に係る総合評価は、標準点（100 点）及び a から c

で得られた加算点（最大 12 点）の合計を、当該入札者の入札価格で除し、

10,000,000 を乗じて得た数値をもって行う。 

(ｳ) 入札参加者の失格 

技術資料を提出しない者、指定された項目の記載をしない者及び技術資料に虚

偽の記載をした者は、入札参加資格を満たす者であっても、この入札参の加資格

を失う。 

(ｴ) 落札者の決定方法 

次に掲げる要件を全て満たす者のうち、評価値が最も高い者を落札者とする。 

a 入札価格が予定価格の範囲以内であること。 

b 評価値が、基準評価値(標準点を予定価格で除し、10,000,000 を乗じて得た数

値をいう。)を下回らないこと。 

c  ペナルティー措置 

「町内業者活用計画」について、請負者の提示した計画が、当該請負者の責

任により達成できなかった場合の取り扱いについて、工事成績評定の減点及び

契約金額の減額を行っている。ただし、請負者の責によらない事由により町内

業者を活用できなくなった場合はこの限りではない。 

(a)  工事成績評定の減点 

       減点値 =（Ａ－Ｂ）÷ Ａ 

        Ａ：当初の加算点（点） 

        Ｂ：達成度合いに応じた加算点（点） （Ｂ＜Ａ） 

(b)  契約金額の減額 

       Ⅾ = （100＋Ｂ）÷（100＋Ａ）× Ⅽ 

        Ⅽ：当初（変更ある場合には変更後）の契約金額（円） 

        Ａ：当初の加算点（点） 

        Ｂ：達成度合いに応じた加算点（点） （Ｂ＜Ａ） 

        Ⅾ：達成度合いに応じた契約金額（円） 

 

(3) 職員配置について 

［前回の意見］ 

分離発注することで、一括発注よりも参入業者が多くなるため、工事間、業者間の

綿密な調整が必要となることと、施主として事業全体を理解し深く関わるために専門

の課を設置し、現在の 2人体制に建築士等を増員配置すべきである。 

［検証の結果］ 

新庁舎整備課を新たに設置し、既存の建築士一人を含む二人体制に、一人を増員し
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た 3 人体制としている。 

(4) 地域経済活性化について 

［前回の意見］ 

ア 分離発注 

地元業者の参入機会を拡大することで、元請けや下請け工事の資材調達などの 

直接関与する業種だけでなく、間接的な関与が期待できる様々な分野の業種にまで、

その効果を波及させるために「建築主体工事」「電気設備工事」「機械設備工事」「車

庫・倉庫工事」「解体工事」「外構工事」を分離発注すべきである。 

イ 特定建設工事共同企業体(特定 JV) 

構成員の技術力の結集により安定的施工を確保することと、特定 JV の構成に一

定の地域要件を設定し、地元業者の受注機会を確保するため「建築主体工事」「電気

設備工事」「機械設備工事」については、地元業者の技術力向上や地域経済の活性化

に資する特定 JV のみの入札にすべきである。 

［検証の結果］ 

ア 分離発注 

「建築主体工事」「電気設備工事」「機械設備工事」の 3工種で分割発注し、建築

工事の 8.6％、電気工事の 16.7％、機械設備工事の 36.4％を地元業者が下請けして

いる。 

イ 特定建設工事共同企業体(特定 JV) 

特定建設工事共同企業体(特定 JV)のみで入札している。 

(ｱ) 入札参加者の資格 

a 平成 30 年・31 年度庄内町入札参加登録簿に搭載されている者、２者で自主構

成する特定建設工事共同企業体であること。 

b 特定建設工事共同企業体の構成員は、共同連帯して共同施工方式により本工

事を完成させるものであること。 

c 特定建設工事共同企業体の構成員のいずれもが次に掲げる要件を満たしてい

ること。 

(a) 庄内管内に本店を置くこと。 

(b) 庄内町建設工事指名競争入札参加者の格付けに関する規程に基づく、建

築一式工事においてＡの等級に格付けされていること。 

 (c) 建設業法に基づく特定建設業(建築一式工事)の許可を有すること。 

  (d) 出資比率が 30％以上であること。 

(e) 本工事の入札において、他の特定建設工事共同企業体の構成員になって

いないこと。 

 (f) 地方自治法施工令第 167 条の 4 の規定に該当しないこと。 

(g) 庄内町建設工事等請負業者指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けて

いないこと。 

(h) 会社更生法に基づく更生手続き又は民事再生法に基づく再生手続き中で

ないこと。 

(i) 暴力団員による不当な行為に関する法律に規定する暴力団又は、暴力団
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員等でないこと。 

d 特定建設工事共同企業体の代表者が、次に掲げる要件を満たしていること。 

(a) 構成員の中で出資比率が最大の者であること。 

(b) 建設業法 27 条の 29 第 1 項に規定する総合評定値が、建築一式工事にお

いて 1,000 点以上であること。 

(c) 次に掲げる要件を全て満たす主任技術者又は、監理技術者を本工事に専

任で配置できるとともに、現場代理人を常駐で配置できること。なお、3 者

は兼任することができる。 

・一級建築施工技師又は,これと同等以上の資格を有すること。 

・監理技術者にあっては、建築工事業に係る監理技術者証を有し、かつ、監

理技術者講習を受講していること。 

・監理技術者等は所属する建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係であり、

入札申し込みのあった日以前に 3カ月以上の雇用関係にあること。 

e 特定建設工事共同企業体の代表者以外の構成員が、次に掲げる要件を満たし

ていること。 

(a) 庄内町内に本店又は営業所を有すること。 

(b) 総合評定値が、建築一式工事において 800 点以上であること。 

(c) 次に掲げる要件を全て満たす主任技術者又は、監理技術者を本工事に専

任で配置できること。 

・一級建築施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有すること。 

・監理技術者にあっては、建築工事業に係る監理技術者資格者証を有し、か

つ、監理技術者講習を受講していること。 

・監理技術者等は所属する建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係であり、

入札申し込みのあった日以前に 3カ月以上の雇用関係にあること。 

(5) コストの縮減について 

［前回の意見］ 

後の事業費の増額は、事業に対する町民の不信感につながる。物価スライドは別と

して、現在の概算総事業費 32 億 7342 万円を上限とすべきである。 

そのために、各工種を分離発注し地域要件を付すことと、総合評価落札方式による

地域性を評価点として加算することで、復興特需や五輪特需の相場に湧く大手ゼネコ

ンが参入しにくい環境を設定し、入札の不調、不落による工期の遅れを防ぎ、事業費

の高騰を抑えるべきである。 

［検証の結果］ 

本委員会からの意見を工事発注に反映させたことにより、土地購入費、本庁舎・車

庫建築工事費、駐車場整備費、外構工事費、旧庁舎・旧消防余目分署解体工事費の総

額が 31 億 7527 万円の工事費で竣工している。 


